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研究成果の概要：憲法上の平等原則が配分的正義の意味において法令の違憲審査機能をもつだ

けでなく、法解釈や法運用の指針として匡正的正義の意味をもつことをハンセン病差別問題や

ジェンダー正義の議論を通して考察した。 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) らい予防法の違憲・違法性を認めたハ
ンセン病違憲国賠裁判熊本地裁平成 13 年５
月 11 日判決（判例時報 1748 号 30 頁、以下
熊本地裁判決と表記する）以後、医学・公衆
衛生学・歴史学・科学史学・社会学・文学・
法律学等による日本のハンセン病問題に関
する学際的な研究サークルが形成されつつ
ある。その研究目的は、古来のハンセン病差
別を再編成した近代の感染症隔離政策によ
る 90 年間に及ぶ人権侵害の歴史に関する多
角的・徹底的な事実検証作業と被害者の人権
回復、再発予防策の提案等である。 
 

(2) らい予防法廃止（1996 年）以前におい
て法律学の観点からハンセン病差別問題に
取り組んだ研究は皆無といえる状況であっ
た。熊本地裁判決に関する判例研究を除けば、
その後もほぼ同様の状況にあった。ハンセン
病差別問題だけでなく、日本の法律学の差別
問題に対する関心度は概して低い。そこで本
研究は法律学の観点から、ハンセン病違憲国
賠裁判の検討を踏まえて（森川恭剛『ハンセ
ン病差別被害の法的研究』法律文化社、2005
年）、戦後日本のハンセン病当事者運動の意
義を考察し、ハンセン病差別に立ち向かう
（法学）方法論について考察を行うことにし
た。 
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２．研究の目的 
(1) 本研究は、法律上の争訟となった社会
的差別の問題を研究対象とするが、実定法学
では、社会的差別が解釈論的な論点に収まる
かぎりで考察の対象となっている。例えばハ
ンセン病差別問題では、ハンセン病違憲国賠
裁判で争点となった民法学における除斥期
間論や憲法学における立法不作為論がそう
であり、その結果、ハンセン病差別問題はこ
れらの論点に切り縮められてしまうことに
なる。 

しかし、ハンセン病違憲国賠裁判はハンセ
ン病当事者運動の画期的な１つの通過点で
あり、運動論的に選択されたものであるとい
う意義をもっている。熊本地裁判決はハンセ
ン病隔離政策がハンセン病差別を新たに作
出・助長したと述べたが、これを法律学的に
正当に評価して、実定法解釈論に反映させる
ために、憲法 14 条１項の平等原則の価値内
容を配分的正義ではなく匡正的正義の観点
から「匡正的平等」と解することが考えられ
る。 

この意味で本研究は、日本のハンセン病差
別問題に取り組み、ハンセン病差別の歴史か
ら、差別問題が争訟化した場合に実定法解釈
論が依拠すべき反差別・共生の価値（差別問
題解決の鍵となる法概念）を明らかにしよう
とするものである。 
 
(2) アメリカの批判的人種理論（critical 
race theory）は社会的マイノリティの声を
法理論の中に組み入れ、人種的正義を実現し
ようとする法学方法論であるが、そこではア
メリカ修正憲法14条がanti-discrimination
の観点からではなく、anti-subordination の
観点から解釈されようとしている。例えば 19
世紀末のハワイ併合に対する補償請求運動
の理論的根拠となっている。 
 本研究は、ハンセン病隔離政策によっても
たらされたハンセン病差別という被害に対
する、ハンセン病当事者による補償請求運動
の獲得した成果として、熊本地裁判決を捉え
なおす。このために批判的人種理論の「反差
別原則 anti-subordination principle」を解
釈論的に敷衍する方法について検討する必
要がある。そこで批判的人種理論と実定法解
釈論が具体的に交差する論点に即して「反差
別原則」の意義を考察する。 
 
(3) 現在のハンセン病当事者運動が最大の
課題と位置づけているハンセン病療養所の
将来構想問題において、「匡正的平等」とい
う反差別・共生の法的概念の有効性を検証す
る。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究は戦後日本のハンセン病当事者

運動の検証、アメリカの議論状況の調査、日
本の法律論への応用という３つの部分から
なる研究である。 
 
(2) 第１に戦後日本のハンセン病当事者運
動について検証するために、沖縄島北部（名
護市）にある国立ハンセン病療養所沖縄愛楽
園をフィールドとして、資料調査と入所者聞
き取り調査を行った。 
 
(3) 第２にアメリカの議論状況を調査する
ためにアメリカ本土唯一のハンセン病療養
所があったルイジアナ州を訪問し、現地視察
を行うなど資料調査を行った。またハワイ州
ホノルルでも、モロカイ島にあったハンセン
病隔離施設に関する資料調査を行った。アメ
リカのハンセン病差別問題研究の観点から
批判的人種理論の有効性を評価することが
可能となった。 
 
(4) 第３にアメリカの議論に学び、これを
日本の法律論へ応用するために、研究代表者
の専門分野である実定法領域（刑法）で、反
差別・共生の価値を敷衍する法解釈論を展開
した。 
 
(5) さらに 2008 年６月に制定された「ハン
セン病問題基本法」の意義について考察する
ために、当事者、市民運動体、行政機関の３
者と連携してシンポジウムを開催した。 
 
 
４．研究成果 
(1) 沖縄愛楽園をフィールドとする資料調
査と聞き取り調査を通して、入所者それぞれ
に苦しみの中で生きてきた姿があり、これま
で記されてきた沖縄のハンセン病史とは異
なる歴史があることが明らかになった。例え
ば『沖縄救癩史』（沖縄らい予防協会、一九
六四年）という書物がある。「救らい」とは
療養所への隔離政策を患者やその家族がハ
ンセン病差別から逃れるための「救い」であ
るとする見方である。たしかに療養所への入
所が「救い」でもありえたことは、ハンセン
病差別の深さや大きさを思えば了解可能で
あり、１つの歴史観として定着していた感が
あった。 
しかし、療養所への入所が社会から存在を

消され、療養所入所者として歩む新たな苦難
の道のりの始まりでもあったことが聞き取
りによって判明した。また退所経験のある入
所者からは入所歴を偽り、職業を転々としな
がら、孤独の中で社会生活を送ったという証
言を記録した。他方で、ハンセン病差別に立
ち向かうために、具体的には例えば市街の食
堂に入店し、自動車教習所に通い、高校や大
学に進学するために、あるいは抹消された戸



 

 

籍を回復するために、格闘した人々にも出会
うことができた。 

これまでは沖縄のハンセン病差別問題は
日本本土ほど深刻ではなかったとする理解
もあったが、話者たちが隔離政策によって人
間性の根源を脅かされる深い被害を受けて
おり、その中で懸命に生きてきたこと、つま
り「救らい史」ではなく、ハンセン病差別史
と差別との闘いの歴史があったことが明ら
かにされた。 

このような歴史の読み替えが行われえた
のは、これまでハンセン病差別問題が社会的
に隠蔽されてきたからに他ならない。このこ
とは当事者からすれば、隠さねば差別の対象
となり、隠されたためにハンセン病差別が社
会的に維持され、被害は持続することになっ
た。したがって聞き取り調査に応じるという
ことそのことが、ハンセン病差別の歴史を社
会的に可視化するということであり、立ち現
れうる差別にも立ち向かおうとする当事者
たちの覚悟を示すものであると考えること
ができる。 
 
(2) アメリカでもマルシア・ゴーデの『カ
ーヴィルの記憶』（Marcia Gaudet, Carville: 
Remembering Leprosy in America, 
University Press of Mississippi, 2004）
など、療養所入所者からの聞き取り調査に基
づく研究が発表されている。 

ゴーデは、この近代ハンセン病差別を前提
にして、カーヴィルの人々のアイデンティテ
ィの回復を論じている。彼女の研究の特徴は、
隔離政策による被害が集約的に現れる幾つ
かのテーマに即して、その被害実態を陰影に
して、カーヴィルの人たちを前向きに描き出
し、療養所における「生」が入所書らの集合
的アイデンティティの形成をうながした、と
捉えるところにある。 

このような研究の背景にあるのはザツァ
リー・グッソウが提示した歴史観であり、そ
こでは近代ハンセン病隔離政策は欧米帝国
主義諸国の植民地主義政策とともに推進さ
れたものであり、近代ハンセン病差別は人種
差別主義と一体となって作出されたとされ
る（Zachary Gussow, Leprosy, Racism, and 
Public Health: Social Policy in Chronic 
Disease Control, Westview Press, 1989.）。
こうしてハンセン病当事者運動は、ハンセン
病差別と闘うためのアイデンティティの政
治であるという捉え方が可能になる。 

日本において、このような歴史観が導入さ
れたのは、ハンセン病違憲国賠裁判以後であ
る。しかし裁判では療養所への入所は隔離政
策による被害としてのみ捉えられた。これに
対してゴーデの研究が示唆するのは、療養所
の将来構想問題において、療養所において生
活することそのもの（療養権）を定礎する論

理を用意することである。ハンセン病違憲国
賠裁判の成果の１つは「在園保障」が確約さ
れたことであり、2008 年の「ハンセン病問題
基本法」によってこれが明文化された。 
 
(3) 批判的人種理論の「反差別原則」やア
イデンティティの政治をめぐる議論を平等
原則に関する法解釈論へと敷衍するために、
ＤＶ問題と強姦罪を例にとって検討を行っ
た。 
 強姦罪については、戦後沖縄における基地
犯罪としての強姦罪について考察した。まず、
強姦罪は基本的に男性による女性に対する
差別行為であると捉え、次に、米兵という特
定の主体による強姦が、米軍の長期駐留状態
という戦後沖縄の植民地主義的状況の中で、
その差別的本性の増幅されたものであると
捉えうることを示した。 
日本のジェンダー（法）研究はポスト構造

主義の影響を強く受けており、上記のように
基本的に男性を強姦という差別行為の加害
者であるとし、また女性をその被害者である
とする理解に対しては、かえって両者の加害
者－被害者関係を固定化するという反論が
予想される。しかし、戦後沖縄という現場で
は、女性に対する暴力の被害を女性がうけて
いる現実が出発点とならざるをえないと考
えられる。 
ＤＶ問題については、ＤＶ被害者による加

害者に対する反撃行為の違法阻却の理論構
成について考察した。正当防衛が成立しうる
とする見解には、①ＤＶ行為による侵害の継
続性を認めうる場合には侵害の時間的接着
性の程度に関する判断基準が緩和されると
する見解、②長期間にわたるＤＶによって追
い詰められた心理状態にある被害者にとっ
て、侵害が差し迫っていたとする急迫性判断
の主観化の方法、③ＤＶにより被害者が追い
詰められた状態そのものを端的に人権侵害
の現在する状態と捉えて、不正の侵害の現在
性を肯定する方法、という３つがある。 
この第３の見解は、ＤＶとは女性に対する

暴力であり、男性による女性に対する差別的
な行為であるとする理解を前提としている。
したがって、そこでの人権侵害は、ＤＶ防止
法前文が指摘する人間の尊厳に対する侵害
であるとともに、性的平等の価値に対する侵
害である。ＤＶ被害者の反撃行為の違法阻却
の理論としては、憲法 13 条の価値侵害に対
する正当防衛とする方法と憲法 14 条の平等
の価値侵害に対するいわゆる超法規的違法
阻却事由とすることが考えられる。 
 
(4) 2009 年２月 15 日、愛楽園フォーラム
（「名護から発信する未来の沖縄～国立ハン
セン病療養所愛楽園将来構想フォーラム」）
が同園所在地の名護市で開かれた。同園自治



 

 

会・名護市と同フォーラム実行委員会の共催
によるものであり、①シンポジウム「みんな
で考えよう！地域と歩む医療」②学生演劇
「光りの扉を開けて」などからなる。 

同フォーラムは、同年４月施行の「ハンセ
ン病問題基本法」12 条１項（いわゆる「療養
所の社会化」条項）が、ハンセン病療養所入
所者の「良好な生活環境の確保を図るため、
国立ハンセン病療養所の土地、建物、設備等
を地方公共団体又は地域住民等の利用に供
する等必要な措置を講ずることができる」と
したことをうけて、沖縄愛楽園の将来構想を
地域ぐるみで検討していくために開催され
た。同条項により「ハンセン病であった者」
だけでなく、広く地域住民が療養所を利用す
ることが可能になり、この意味で療養所は社
会に開放される。 

しかし「基本法」12 条２項は「国は、前項
の措置を講ずるに当たっては、入所者の意見
を尊重しなければならない」としている。「入
所者の意見」の前提にあるのは「入所者の自
治」であり、各療養所の「入所者の意見」は
各自治会がとりまとめる。つまり「療養所の
社会化」の鍵を握るのは「入所者の自治」で
あるが、ここに入所者の高齢化に伴う自治機
能の縮小という難しい現実がある。 

そのため療養所を社会化するにあたって
は、その内容だけでなく、その策定・実現の
プロセスを充実させることが不可欠である。
そこで同フォーラムの重点は、どちらかとい
えば第２部の演劇におかれた。というのは、
沖縄愛楽園の所在する名護市では、同園の将
来構想問題が地域社会の課題として認識さ
れているという状況にはなっておらず、この
状況で「療養所の社会化」を議論しても、そ
れではハンセン病差別の被害者（被差別の当
事者）である療養所入所者の「良好な生活環
境の確保」に結びつく「社会化」を構想でき
ないからある。つまり同フォーラムを通して、
沖縄愛楽園やハンセン病差別問題の現状に
ついて、広く地域住民に理解を促すことが先
決であった。 

また演劇の上演活動は、愛楽園の地元名護
市で将来構想問題に取り組む人材発掘・育成
を意図したものでもあった。従来、沖縄愛楽
園自治会は、沖縄島中南部を活動拠点とする
市民運動団体「ハンセン病問題ネットワーク
沖縄」と連携して、ハンセン病問題に関する
啓発活動を行ってきた。2007 年度からは愛楽
園ガイド講座を園内で共催して、「愛楽園の
歴史を学び、入所者の心を理解し、愛楽園の
ことを人々に紹介できる、愛楽園のいわばサ
ポーターを募ろう」としてきた（同講座開催
趣旨）。しかし、高齢化する入所者に代わっ
てガイド受講者が担う園内ガイド実践は、一
般市民が差別問題の被害経験を引き継ぎ、語
り伝えうるかという難問を提起している。そ

こで、より即効的で、また地域住民がより参
加しやすい取り組みとすべく、名護市など北
部市町村から中高生の出演者を募り、一方で
出演者らにハンセン病問題に触れる機会を
与えるとともに、他方で若い世代からの世論
喚起を期待して演劇が行われた。 
「基本法」６条は、ハンセン病問題に関す

る国の政策は「ハンセン病の患者であった者
等その他の関係者」の意見を反映したもので
なければならないとする。ハンセン病違憲国
賠裁判熊本地裁判決以後、厚生労働省は統一
交渉団（原告団、弁護団、全療協）との協議
の場としてハンセン病問題対策協議会を設
置しており、同条はこの協議会やその作業部
会での議論に法律上の位置づけを与えたも
のであるとされる。言い換えれば、これは国
賠裁判とその後の支援活動を通して、全療協
によるハンセン病当事者運動を継承しうる
「その他の関係者」が、いわば「準当事者」
として現れてきたことを示している。「基本
法」は、「療養所の社会化」における入所者
自治の理念と機能の継承という困難な課題
を地方公共団体や地域住民に課したといえ
るが、療養所将来構想問題が解決するか否か
は、差別問題の加害者－被害者関係をこえて、
被差別当事者の経験を継承しうるかにかか
っているといえる。 
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